
初任者研修実施状況（平成 25年度）調査結果 

 

初任者研修は，昭和 63 年 5 月に公布された「教育公務員特例法及び地方教育行政の組織及

び運営に関する法律の一部を改正する法律」（昭和 63 年法律第 70 号）により創設されたもの

であり，初任者に対して実践的指導力と使命感を養うとともに幅広い知見を得させるため行わ

れる，その採用の日から 1 年間の教諭の職務の遂行に必要な事項に関する実践的な研修である。 

 なお，平成 15 年度からは，主に小・中学校において，初任者研修に専念する教員として初

任者 4 人当たり 1 人の拠点校指導教員を配置する「拠点校方式」が導入されている。 

 平成 25 年度の初任者研修の実施状況は次のとおりである。 

 

１．初任者研修対象者数等 

(１) 初任者研修対象者数 

 平成 25 年度の初任者研修対象者は，28,361 人（対前年度 474 人増）である。これを学校

種別にみると，小学校 13,072 人（同 289 人増），中学校 7,904 人（同 301 人増），高等学校

4,647 人（同 93 人減），特別支援学校 2,720 人（同 26 人減），中等教育学校 18 人（同 3 人

増）である。 

 なお，拠点校方式により指導を受けた者は，小学校 9,769 人，中学校 5,802 人である。 

 (２) 配置校の状況 

平成 25 年度において，研修対象者が配置された学校は，17,936 校である。このうち，小

学校は 9,227 校，中学校は 5,163 校である。これを配置人数別にみると，小学校においては，

１人配置校 5,954 校，２人配置校 2,835 校，３人配置校 320 校，４人配置校 113 校，５人以

上配置校 5 校である。中学校においては，１人配置校 3,032 校，２人配置校 1,672 校，３人

配置校 326 校，４人配置校 119 校，５人以上配置校 14 校である。 

 小中学校においては，１人配置校が最も多いが，その一方で，複数配置校が４割前後ある。 

注： 特別支援学校は小学部，中学部，高等部をそれぞれ一つの学校と，中等教育学校は前期課程，後期

課程をそれぞれ一つの学校とみなして調査している。 

(３) 研修対象者の配置人数に応じた効果や課題 

研修対象者の配置人数に応じた効果としては，複数配置について，「対象者相互の切磋琢磨」

といった効果が挙げられており，初任段階の者が複数配置されることにより，その資質能力

の向上やメンタルヘルスの保持が促進されることがうかがえる。また，こうした効果のほか，

「指導教員がチームとして指導に当たることができた。」，「活気が出ている学校もある。」な

ども挙げられており，指導体制の充実や研修対象者以外の教員の資質能力の向上もうかがえ

る。ただし，その一方で，「校外研修への対応などの面で、配置校の負担が増加」といった点

が課題として挙げられている。 



(４) 学級担任の受け持ち 

研修対象者のうち，学級（特別支援学級を含む。）の担任を受け持っている者は，20,269

人である。小学校について 97.8％，中学校について 65.2％が学級担任を受け持っている。 

(５) 初任者の人事配置 

初任者を配置する際の留意点は，原則的な事項として特に留意するものとしては，「初任者

の受入れが数年連続しても，初任者を育てる力のある学校に配置」が最も多く，次いで「比

較的大きい規模の学校に配置」が多い。 

 また，教員の異動の基準となる年数としては，採用時の配置校からの異動は，平均して概

ね４年前後経過時である。 

 

２．拠点校方式における指導教員の状況 

拠点校方式における拠点校指導教員は，全体で 4,911 人である。これを学校種別にみると，

小学校 2,904 人，中学校 1,677 人，高等学校 89 人，特別支援学校 241 人である。 

 教職経験年数による内訳では，10 年以下の経験の者は少なく，一定の経験を有する者が選ばれ

ていることがうかがえる。 

 

３．校内研修の時間数及び校外研修の日数 

(１) 初任者１人にかける研修の時間数等 

初任者１人にかける校内研修の平均時間数は，事前準備等を含めた指導時間数では，１週

当たり，小学校は 8.4 時間、中学校は 8.6 時間である。 

 また，直接指導時間は 1 週当たり小学校 5.7 時間，中学校 6.3 時間である。 

 校外研修については，小学校，中学校ともに年間 21.3 日である。 

 (２) 宿泊研修 

 校外研修において宿泊研修を実施したのは，小学校で 94 教育委員会，中学校で 93 教育委

員会，高等学校で 52 教育委員会，特別支援学校で 51 教育委員会である。 

 実施日数の平均は，小学校・中学校 3.3 日，高等学校・特別支援学校 3.4 日である。 

 

４．指導教員の資質向上のために実施していること 

   指導教員の資質向上のため、9 割以上の教育委員会が「指導教員の研修」を実施している。

この他「指導用資料(ハンドブック等)の配付」が多く行われており、「指導教員連絡協議会の

実施」，「指導教員経験者の実践発表を聞く」などを実施する教育委員会もある。 

 

 

 



５．大学・大学院との連携 

 大学・大学院と連携して初任者研修を実施したのは 53 教育委員会である。連携している分

野としては，「校内研修・校外研修への講師派遣」が最も多いが，「研修内容の企画・立案（全

体的な研修プログラムの共同作成等）」，「大学が開設する講座等を初任研の校外研修の一部とし

て活用」「初任研に関する大学と教育委員会の協議会を設置」，といった分野での連携を行って

いる教育委員会もあり，企画段階における連携を含め，各教育委員会において取組みがなされ

ていることがうかがえる。 

 

６．民間組織等との連携（社会体験研修を除く。） 

民間組織等と連携して初任者研修を実施したのは 49 教育委員会である。連携している分野

としては，大学・大学院との連携と同様，「校内研修・校外研修への講師派遣」が最も多いが，

「研修内容の企画・立案（全体的な研修プログラムの共同作成等）」，「民間組織等が開設する研

修を初任研の校外研修の一部として活用」等をあげる教育委員会もある。 

 

７．国・私立学校教員の初任者研修に対する協力 

 21 教育委員会において，要請があれば，研修への参加を受け入れているなど国・私立学校教

員の初任者研修に対して協力している。 



（平成25年度に初任者研修の対象者が１人以上いた教育委員会数）
小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 中等教育学校

47教委 47教委 47教委 47教委 5教委

21    21    10    13    0    

41    41    8    3    0    

109    109    65    63    5    

１　研修対象者
　(１)　研修対象者数

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 中等教育学校 計
6,173人 3,601人 0人 963人 0人 10,737人

( 70.3% ) ( 67.6% ) ( 0.0% ) ( 39.3% ) ( 0.0% ) ( 50.9% )

2,605 1,724 4,508 1,486 18 10,341

( 29.7% ) ( 32.4% ) ( 100.0% ) ( 60.7% ) ( 100.0% ) ( 49.1% )

2,235 1,390 15 143 0 3,783

( 80.0% ) ( 83.7% ) ( 13.2% ) ( 54.0% ) ( 0.0% ) ( 78.3% )

558 270 99 122 0 1,049

( 20.0% ) ( 16.3% ) ( 86.8% ) ( 46.0% ) ( 0.0% ) ( 21.7% )

1,361 811 4 1 0 2,177

( 90.7% ) ( 88.2% ) ( 16.0% ) ( 16.7% ) ( 0.0% ) ( 88.8% )

140 108 21 5 0 274

( 9.3% ) ( 11.8% ) ( 84.0% ) ( 83.3% ) ( 0.0% ) ( 11.2% )

9,769 5,802 19 1,107 0 16,697

( 74.7% ) ( 73.4% ) ( 0.4% ) ( 40.7% ) ( 0.0% ) ( 58.9% )

3,303 2,102 4,628 1,613 18 11,664

( 25.3% ) ( 26.6% ) ( 99.6% ) ( 59.3% ) ( 100.0% ) ( 41.1% )

計 13,072 7,904 4,647 2,720 18 28,361

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 中等教育学校 計
5,954校 3,032校 975校 330校 4校 10,295校

( 64.5% ) ( 58.7% ) ( 40.0% ) ( 30.1% ) ( 44.4% ) ( 57.4% )

2,835 1,672 901 423 2 5,833

( 30.7% ) ( 32.4% ) ( 36.9% ) ( 38.5% ) ( 22.2% ) ( 32.5% )

320 326 427 118 2 1,193

( 3.5% ) ( 6.3% ) ( 17.5% ) ( 10.7% ) ( 22.2% ) ( 6.7% )

113 119 110 101 1 444

( 1.2% ) ( 2.3% ) ( 4.5% ) ( 9.2% ) ( 11.1% ) ( 2.5% )

5 14 26 126 0 171

( 0.1% ) ( 0.3% ) ( 1.1% ) ( 11.5% ) ( 0.0% ) ( 1.0% )

9,227 5,163 2,439 1,098 9 17,936

(３) 研修対象者の配置学校数(規模別)
１～６学級 ７～１２学級 １３～１８学級 １９～２４学級 ２５学級以上 計

360校 1,852校 3,213校 2,447校 1,355校

( 3.9% ) ( 20.1% ) ( 34.8% ) ( 26.5% ) ( 14.7% )

435 1,552 1,851 997 328

( 8.4% ) ( 30.1% ) ( 35.9% ) ( 19.3% ) ( 6.4% )

132 433 763 784 327

( 5.4% ) ( 17.8% ) ( 31.3% ) ( 32.1% ) ( 13.4% )

(４)　研修対象者の配置人数に応じた効果や課題

初任者相互の切磋
琢磨という点で効
果的

初任者の個別指導
にかかる時間の確
保が１人配置校に
比べ難しい

日常業務におい
て、他の教員への
負担が増加

校外研修への対応
などの面で、配置
校の負担が増加

域内で初任者研修
の対象者の複数配
置の実績がない

その他

都道府県 44教委 25教委 27教委 40教委 1教委 7教委

(47) (93.6%) (53.2%) (57.4%) (85.1%) (2.1%) (14.9%)

指定都市 21    13    9    18    0    3    

(21) (100.0%) (61.9%) (42.9%) (85.7%) (0.0%) (14.3%)

中核市 39    19    14    24    2    4    

(41) (95.1%) (46.3%) (34.1%) (58.5%) (4.9%) (9.8%)

総　計 104    57    50    82    3    14    

(109) (95.4%) (52.3%) (45.9%) (75.2%) (2.8%) (12.8%)

(５)　研修対象者のうち、学級担任を受け持っている者の人数
小学校 中学校 高等学校 特別支援学校  中等教育学校 計

12,786人 5,151人 548人 1,784人 0人 20,269人

( 97.8% ) ( 65.2% ) ( 11.8% ) ( 65.6% ) ( 0.0% ) ( 71.5% )

286 2,753 4,099 936 18 8,092

( 2.2% ) ( 34.8% ) ( 88.2% ) ( 34.4% ) ( 100.0% ) ( 28.5% )

13,072 7,904 4,647 2,720 18 28,361  

9,227校

5,163  

2,439  

学級担任を受け持っている

４人配置校

５人以上配置校

計

学級担任を受け持っていない

計

小学校

中学校

高等学校

※　「その他」の例

・指導教員がチームとして指導に当たることができた
・活気が出ている学校もある
・校外研修への対応などの面で，配置校の負担が増加　　　など

指定都市

拠点校方式

上記以外の方式

計（109）
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都道府県（47）

指定都市（21）

中核市（41）

都道府県

拠点校方式

上記以外の方式

拠点校方式

上記以外の方式

中核市

３人配置校

１人配置校

２人配置校

(２)　研修対象者の配置学校数(配置人数別)

拠点校方式

上記以外の方式
総　計



２　初任者の人事配置

学校種

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

中等教育学校 計
20人

63  

85  

4,256  

487  

4,911  

中等教育学校 計
612人

1,367  

中等教育学校 計
91人

92  

298  

1,243  

3,187  

4,911  

2,010  1,052  36  89  

2,904  1,677  89  241  

8  

139  95  23  41  

654  462  24  103  21～30年

31年以上

計

小学校 中学校 高等学校
52人 38人 1人

49  

1  10  

5年以下

6～10年

11～20年

特別支援学校
0人

30  5  

高等学校 特別支援学校
346人 243人 5人 18人フルタイム

短時間勤務

小学校 中学校

908  448  

特別支援学校
1人

1  

6  

232  

副 校 長 ・ 教 頭

主　幹　教　諭

26  

指　導　教　諭

教　　　諭

講　師　等

計 89  

1,430  

185  

1,677  

1  

241  

高等学校
0人

2  

0  

61  

小学校

36  

46  

14人
中学校

(３) 教職経験年数による内訳

(２) 再任用者の勤務形態による内訳

5人

24  

33  

(１) 職等による内訳

３　拠点校方式における拠点校指導教員

2,904  

275  

(１) 初任者を配置する際の留意点（複数回答）

2,533  

9    

35    

23    

7    

5    

( 33.8% )

5.4        

指定都市 全体

4.1年経過時

( 13.2% )

( 5.9% )

9    

( 8.8% )

4.0        

4.0        

3.7年経過時

3.7        

4.3        

(60教委)

3    

42教委

(２) 教員の異動の基準となる年数（平均値）

6    

( 4.4% )

1    

( 48.5% )

23    

9    

( 13.2% )

( 51.5% )

高等学校 特別支援学校

( 13.2% )

( 13.2% )

( 4.4% ) ( 1.5% )

9    

4    

( 44.1% )

( 55.9% )

採用時の配置校から
の異動

( 4.4% ) ( 5.9% )

( 25.0% ) ( 25.0% )

4    

3.8        

3.5        

3.9        

3.5年経過時

小学校 中学校

(68教委)

25    

4.1        

(68教委)

33    

17    

38    

( 55.9% )

初任者研修以外を含めて校内研修や調査研
究に熱心に取り組んでいる学校に配置

35    

( 51.5% )

17    

都道府県

上記には、該当なし。

( 36.8% )

( 61.8% )

( 2.9% )

50教委

( 73.5% )

初任者研修の継続的な改善を図るため、初
任者を配置する学校をできる限り固定して
配置

( 75.0% )

(57教委)

初任者の受入れが数年連続しても、初任者
を育てる力のある学校に配置

3    

初任者の複数配置ができる学校に配置

( 61.8% )

9    

24    

5    

比較的大きい規模の学校に配置
42    

( 7.4% )

初任者を学級担任としないことができるな
ど、初任者が研修に注力できる学校に配置

概ね毎年度全ての市町村（政令指定都市に
あってはいわゆる行政区）に初任者を配置
するよう配慮 ( 10.3% )

( 7.4% )

( 35.3% )

2    

3    

51教委 38教委

( 33.8% )

30    

( 13.2% )



小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

8.4時間 8.6時間 8.6時間 8.4時間

5.7    6.3    6.2    6.1    

※「事前準備等を含めた指導時間数」の算出に当たって、準備時間が未設定の場合は0時間とするなどしている。

(２) 初任者1人にかける校外研修の平均日数（年間）
小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

21.3日 21.3日 21.2日 20.8日

(３) 校外研修における宿泊研修

都道府県 指定都市 中核市 全体

小学校 41教委 17教委 36教委 94教委

中学校 41    16    36    93    

高等学校 41    7    4    52    

特別支援学校 41    8    2    51    

小学校 3.5日 3.0日 3.1日 3.3日

中学校 3.5  3.0  3.1  3.3  

高等学校 3.5  3.1  2.5  3.4  

特別支援学校 3.4  3.1  4.0  3.4  

５　指導教員の資質向上のために実施していること

指導教員の研
修の実施

指導教員を指
導する者を置
く

指導用資料
(ハンドブッ
ク等)の配布

その他

都道府県 44教委 20教委 39教委 18教委

(47) ( 93.6% ) ( 42.6% ) ( 83.0% ) ( 38.3% )

指定都市 20    8    16    7    

(21) ( 95.2% ) ( 38.1% ) ( 76.2% ) ( 33.3% )

中核市 38    11    33    10    

(41) ( 92.7% ) ( 26.8% ) ( 80.5% ) ( 24.4% )

総　計 102    39    88    35    

(109) ( 93.6% ) ( 35.8% ) ( 80.7% ) ( 32.1% )

※　「その他」の例

・指導教員連絡協議会の実施
・指導教員経験者の実践発表を聞く　　　など

　校外研修における宿泊研修の日数及び宿泊施設

実施教育委員会数

実施日数（平均値）

４　実施要項等で示している校内研修の時間数及び校外研修の日数
(１) 初任者1人にかける校内研修の平均時間数（1週あたり）

初任者1人にかける
校外研修の日数

直接指導時間数

事前準備等を含めた
指導時間数



小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

(109教委中) (109教委中) (63教委中) (61教委中)
94  94  58  55  

( 86.2% ) ( 86.2% ) ( 92.1% ) ( 90.2% )
108  108  63  61  

( 99.1% ) ( 99.1% ) ( 100.0% ) ( 100.0% )
109  108  45  55  

( 100.0% ) ( 99.1% ) ( 71.4% ) ( 90.2% )
93  27  4  25  

( 85.3% ) ( 24.8% ) ( 6.3% ) ( 41.0% )
103  103  56  49  

( 94.5% ) ( 94.5% ) ( 88.9% ) ( 80.3% )
109  105  62  59  

( 100.0% ) ( 96.3% ) ( 98.4% ) ( 96.7% )
23  23  6  54  

( 21.1% ) ( 21.1% ) ( 9.5% ) ( 88.5% )
22  83  52  25  

( 20.2% ) ( 76.1% ) ( 82.5% ) ( 41.0% )
78  77  40  38  

( 71.6% ) ( 70.6% ) ( 63.5% ) ( 62.3% )
107  108  62  59  

( 98.2% ) ( 99.1% ) ( 98.4% ) ( 96.7% )
99  98  54  51  

( 90.8% ) ( 89.9% ) ( 85.7% ) ( 83.6% )
103  103  58  55  

( 94.5% ) ( 94.5% ) ( 92.1% ) ( 90.2% )
101  102  57  49  

( 92.7% ) ( 93.6% ) ( 90.5% ) ( 80.3% )
88  101  61  56  

( 80.7% ) ( 92.7% ) ( 96.8% ) ( 91.8% )
106  106  60  57  

( 97.2% ) ( 97.2% ) ( 95.2% ) ( 93.4% )
36  35  21  13  

( 33.0% ) ( 32.1% ) ( 33.3% ) ( 21.3% )
101  96  32  51  

( 92.7% ) ( 88.1% ) ( 50.8% ) ( 83.6% )
106  106  60  59  

( 97.2% ) ( 97.2% ) ( 95.2% ) ( 96.7% )
104  104  57  56  

( 95.4% ) ( 95.4% ) ( 90.5% ) ( 91.8% )
105  104  60  58  

( 96.3% ) ( 95.4% ) ( 95.2% ) ( 95.1% )
75  73  38  36  

( 68.8% ) ( 67.0% ) ( 60.3% ) ( 59.0% )
18  19  15  13  

( 16.5% ) ( 17.4% ) ( 23.8% ) ( 21.3% )
101  101  57  51  

( 92.7% ) ( 92.7% ) ( 90.5% ) ( 83.6% )
101  101  59  54  

( 92.7% ) ( 92.7% ) ( 93.7% ) ( 88.5% )
92  92  50  50  

( 84.4% ) ( 84.4% ) ( 79.4% ) ( 82.0% )
68  68  38  37  

( 62.4% ) ( 62.4% ) ( 60.3% ) ( 60.7% )
77  77  42  44  

( 70.6% ) ( 70.6% ) ( 66.7% ) ( 72.1% )
103  103  57  56  

( 94.5% ) ( 94.5% ) ( 90.5% ) ( 91.8% )
98  97  53  54  

( 89.9% ) ( 89.0% ) ( 84.1% ) ( 88.5% )
71  72  39  43  

( 65.1% ) ( 66.1% ) ( 61.9% ) ( 70.5% )
108  108  62  60  

( 99.1% ) ( 99.1% ) ( 98.4% ) ( 98.4% )
64  64  41  39  

( 58.7% ) ( 58.7% ) ( 65.1% ) ( 63.9% )
43  43  30  34  

( 39.4% ) ( 39.4% ) ( 47.6% ) ( 55.7% )
58  58  35  34  

( 53.2% ) ( 53.2% ) ( 55.6% ) ( 55.7% )
26  26  20  19  

( 23.9% ) ( 23.9% ) ( 31.7% ) ( 31.1% )

学年経営

学校経営（組織マネジメントを含む。）

学校評価

その他

いじめ防止

公務員倫理・服務（セクシャルハラスメントを含む。）

メンタルヘルス

対人関係能力（コミュニケーション能力）

学校間連携

学級経営（ホームルーム経営）

６　校内研修の内容（複数回答）

研　修　項　目

教育課程の編成

体験活動

体罰に頼らない指導・体罰の禁止

教科指導

道徳教育

外国語活動

総合的な学習の時間

特別活動

生徒指導・教育相談

地域との連携

帰国・外国人児童生徒教育

安全指導（生活安全、交通安全、災害安全）

保健指導

保護者との関係づくり

食育（給食指導、食物アレルギー対応を含む。）

危機管理

不登校対応

・防災教育　・企業社会奉仕など体験研修　・初任者としての心構え　・就学前教育　・運動部活動の指導　・小中一貫教育
・諸会議の参加の仕方　・服務、公文書と文書処理の取り扱い　・郷土素材の生かし方　・自己評価、成績処理、評価　　　など

自立活動

部活動

消費者教育

人権教育・男女共同参画

特別支援教育

教育の情報化（情報教育、ICTの活用、校務の情報化）

環境教育

進路指導・キャリア教育

※　「その他」の例



小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

(107教委中) (107教委中) (63教委中) (61教委中)
51  50  37  34  

( 47.7% ) ( 46.7% ) ( 58.7% ) ( 55.7% )
106  106  63  59  

( 99.1% ) ( 99.1% ) ( 100.0% ) ( 96.7% )
103  103  35  40  

( 96.3% ) ( 96.3% ) ( 55.6% ) ( 65.6% )
64  19  6  14  

( 59.8% ) ( 17.8% ) ( 9.5% ) ( 23.0% )
70  69  33  30  

( 65.4% ) ( 64.5% ) ( 52.4% ) ( 49.2% )
89  90  46  43  

( 83.2% ) ( 84.1% ) ( 73.0% ) ( 70.5% )
16  16  5  50  

( 15.0% ) ( 15.0% ) ( 7.9% ) ( 82.0% )
12  32  24  10  

( 11.2% ) ( 29.9% ) ( 38.1% ) ( 16.4% )
84  84  51  48  

( 78.5% ) ( 78.5% ) ( 81.0% ) ( 78.7% )
105  106  62  58  

( 98.1% ) ( 99.1% ) ( 98.4% ) ( 95.1% )
85  86  54  44  

( 79.4% ) ( 80.4% ) ( 85.7% ) ( 72.1% )
96  96  57  46  

( 89.7% ) ( 89.7% ) ( 90.5% ) ( 75.4% )
91  91  55  45  

( 85.0% ) ( 85.0% ) ( 87.3% ) ( 73.8% )
56  72  57  46  

( 52.3% ) ( 67.3% ) ( 90.5% ) ( 75.4% )
107  107  62  57  

( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 98.4% ) ( 93.4% )
16  15  6  5  

( 15.0% ) ( 14.0% ) ( 9.5% ) ( 8.2% )
63  59  25  26  

( 58.9% ) ( 55.1% ) ( 39.7% ) ( 42.6% )
77  75  53  47  

( 72.0% ) ( 70.1% ) ( 84.1% ) ( 77.0% )
62  62  34  30  

( 57.9% ) ( 57.9% ) ( 54.0% ) ( 49.2% )
96  95  61  55  

( 89.7% ) ( 88.8% ) ( 96.8% ) ( 90.2% )
39  37  25  22  

( 36.4% ) ( 34.6% ) ( 39.7% ) ( 36.1% )
8  9  5  4  

( 7.5% ) ( 8.4% ) ( 7.9% ) ( 6.6% )
92  92  60  56  

( 86.0% ) ( 86.0% ) ( 95.2% ) ( 91.8% )
103  103  63  59  

( 96.3% ) ( 96.3% ) ( 100.0% ) ( 96.7% )
70  69  46  42  

( 65.4% ) ( 64.5% ) ( 73.0% ) ( 68.9% )
80  80  48  48  

( 74.8% ) ( 74.8% ) ( 76.2% ) ( 78.7% )
93  93  62  54  

( 86.9% ) ( 86.9% ) ( 98.4% ) ( 88.5% )
88  88  51  46  

( 82.2% ) ( 82.2% ) ( 81.0% ) ( 75.4% )
58  58  35  38  

( 54.2% ) ( 54.2% ) ( 55.6% ) ( 62.3% )
54  56  34  36  

( 50.5% ) ( 52.3% ) ( 54.0% ) ( 59.0% )
103  101  60  56  

( 96.3% ) ( 94.4% ) ( 95.2% ) ( 91.8% )
21  20  11  11  

( 19.6% ) ( 18.7% ) ( 17.5% ) ( 18.0% )
17  17  13  12  

( 15.9% ) ( 15.9% ) ( 20.6% ) ( 19.7% )
10  10  9  7  

( 9.3% ) ( 9.3% ) ( 14.3% ) ( 11.5% )
32  31  20  20  

( 29.9% ) ( 29.0% ) ( 31.7% ) ( 32.8% )

不登校対応

・復興教育　・行政ワンポイント講座　・防災教育　・企業社会奉仕　・クロスセッション　・体力向上　・指導上の安全管と腰痛予防
・児童虐待　・通知表の作成　・平和教育　・教育研究論文の提出　・小中一貫教育　・学校飼育動物について　　　など

自立活動

部活動

消費者教育

人権教育・男女共同参画

特別支援教育

教育の情報化（情報教育、ICTの活用、校務の情報化）

環境教育

進路指導・キャリア教育

地域との連携

帰国・外国人児童生徒教育

安全指導（生活安全、交通安全、災害安全）

保健指導

保護者との関係づくり

食育（給食指導、食物アレルギー対応を含む。）

危機管理

道徳教育

外国語活動

総合的な学習の時間

いじめ防止

特別活動

生徒指導・教育相談

７　校外研修の内容（複数回答）

公務員倫理・服務（セクシャルハラスメントを含む。）

メンタルヘルス

対人関係能力（コミュニケーション能力）

研　修　項　目

教育課程の編成

体験活動

体罰に頼らない指導・体罰の禁止

教科指導

※　「その他」の例

学校間連携

学級経営（ホームルーム経営）

学校評価

学年経営

学校経営（組織マネジメントを含む。）

その他



校内研修・校
外研修への講
師派遣

研修教材等の
作成

大学が開設す
る講座等を初
任研の校外研
修の一部とし
て活用

研修内容の企
画・立案（全
体的な研修プ
ログラムの共
同作成等）

研修の一部を
大学の単位と
して認定

初任研に関す
る大学と教育
委員会の協議
会を設置

初任研に関す
る内容を含む
協定を締結

その他

都道府県 27教委 23教委 3教委 2教委 3教委 1教委 2教委 1教委 8教委

(47) (57.4%) (48.9%) (6.4%) (4.3%) (6.4%) (2.1%) (4.3%) (2.1%) (17.0%)

指定都市 6    5    0    0    1    0    1    0    1    

(21) (28.6%) (23.8%) (0.0%) (0.0%) (4.8%) (0.0%) (4.8%) (0.0%) (4.8%)

中核市 20    17    1    3    0    0    2    0    0    

(41) (48.8%) (41.5%) (2.4%) (7.3%) (0.0%) (0.0%) (4.9%) (0.0%) (0.0%)

総　計 53    45    4    5    4    1    5    1    9    

(109) (48.6%) (41.3%) (3.7%) (4.6%) (3.7%) (0.9%) (4.6%) (0.9%) (8.3%)

校内研修・校
外研修への講
師派遣

研修教材等の
作成

民間組織等が
開設する研修
を初任研の校
外研修の一部
として活用

研修内容の企
画・立案（全
体的な研修プ
ログラムの共
同作成等）

初任研に関す
る民間組織等
と教育委員会
の協議会を設
置

その他

都道府県 24教委 17教委 1教委 3教委 3教委 0教委 6教委

(47) ( 51.1% )  ( 36.2% ) ( 2.1% ) ( 6.4% ) ( 6.4% ) ( 0.0% ) ( 12.8% )

指定都市 10    8    2    0    1    0    2    

(21) ( 47.6% )  ( 38.1% ) ( 9.5% ) ( 0.0% ) ( 4.8% ) ( 0.0% ) ( 9.5% )

中核市 15    14    2    2    3    1    0    

(41) ( 36.6% )  ( 34.1% ) ( 4.9% ) ( 4.9% ) ( 7.3% ) ( 2.4% ) ( 0.0% )

総　計 49    39    5    5    7    1    8    

(109) ( 45.0% )  ( 35.8% ) ( 4.6% ) ( 4.6% ) ( 6.4% ) ( 0.9% ) ( 7.3% )

都道府県 指定都市 中核市 総計

(47) (21) (41) (109)

18教委 1教委 2教委 21教委

( 38.3% )  ( 4.8% )  ( 4.9% )  ( 19.3% )  

※　協力の例

・要請があれば、研修への参加を受け入れている
・私立高等学校の初任者の受け入れ　　　など

民間組織等
と連携して
いる

10　国・私立学校教員の初任者研修に対する協力

協力している
教育委員会数

８　大学・大学院との連携

・初任者研修実施協議会の委員として大学関係者から１名委嘱し、研修の諸問題や効果的な研修のあり方について意見を伺う
・大学と教育委員会による新たな連携・協働型初任者研修プログラムのモデル開発　　　など

連携している分野（複数回答）

※　「その他」の例

・教科に関連する企業等を訪問し見学等を行う
・社会福祉施設における体験研修　　　など

大学・大学
院と連携し
ている

連携している分野（複数回答）

※　「その他」の例

９　民間組織等との連携（社会体験研修を除く。）


